
令和 5年度事業報告書 

令和 5 年 4 月 1日より令和 6年 3月 31 日まで 

 

               公益財団法人河野文化財団 

代表理事 河野 光伸 

 

概 要 

本法人は、彫刻芸術の振興を図り、文化的で豊かな社会の形成に寄与することを目

的として、平成 31 年 4 月 1 日に一般財団法人として設立、令和 1年 10 月 1 日に内閣

府より公益認定され、公益財団法人としてより充実した事業に取り組んでまいりまし

た。本年度は、法人基盤の確立に力を注ぐとともに、事業活動の推進を図り、目的の

達成を目指しました。 

 

1. 事 業 

 

Ⅰ 若手彫刻家に対する助成支援 

彫刻作品の制作を行う若手彫刻家を対象として、本法人が制定する「若手彫刻家助

成制度」に基づき募集・選考を行い、助成対象者に一定額の助成金を支給するもので

す。 

 

 本事業は、毎年 6 月 1日～6 月 30 日に募集し、7月に支給するものであり、 

本年度は助成対象者 2名に対し計 1,000,000 円の助成金を支給しました。 

 

2．庶務・管理 

(1)理事・監事に関する事項 

理事定数  3 名以上 6名以内  現在 3名  任期 2年 

監事定数  1 名   任期 2年 

役職 氏 名 
勤務 

形態 
就任(重任)年月日 職  務 

理事長 河野 光伸 非常勤 令和 5年 6月 14 日 株式会社河野ビル 代表取締役 

理事 遠藤 秀平 非常勤 令和 5年 6月 14 日 神戸大学大学院 名誉教授 

理事 石田 泉 非常勤 令和 5年 6月 14 日 司法書士 



監事 川邉 憲一 非常勤 令和 5年 6月 14 日 税理士 

 

(2)評議員に関する事項 

 評議員定数  3 名以上 6名以内  現在 3名  任期 4年 

役職 氏 名 
勤務 

形態 
就任(重任)年月日 職  務 

評議員 三好 きよみ 非常勤 令和 5年 6月 14 日 産業技術大学院大学 教授 

評議員 田邉 裕幸 非常勤 令和 5年 6月 14 日 会社役員      

評議員 町田 晋平 非常勤 令和 5年 6月 14 日 一級建築士 

 

(3)職員に関する事項 

区分 氏 名 
勤務 

形態 
職  務 

事務局員 伊藤 圭以子 非常勤 公益財団法人河野文化財団 事務局長 

 

(4)会議に関する事項 

①理事会 

年 月 日 議  事  事  項 結 果 

令和 5年 5月 17 日 

〔報告事項〕  

代表理事及び業務執行理事の職務執行状況について 

〔議題〕 

1.令和 4年度事業報告書及び決算書の承認 

2.助成選考委員の選任に係る承認  

3.代表理事の選定 

4.評議員会の招集の決定 

可決 

令和 5年 7月 25 日 

〔報告事項〕  

助成委員会の選考結果に基づく助成対象者の決定について 

〔議題〕 

1.助成対象者の決定に係る承認 

書面に

よる同

意 

令和 6年 2月 13 日 
〔報告事項〕  

代表理事及び業務執行理事の職務執行状況について 
可決 



〔議題〕 

1.令和 6年度事業計画書及び収支予算書等の承認 

2.評議員会の招集の決定 

 

②評議員会 

年 月 日 議  事  事  項 結 果 

令和 5年 6月 14 日 

〔議題〕 

1.令和 4年度事業報告書及び決算書の承認 

2.評議員、理事及び監事の改選 選任 

可決 

令和 6年 3月 1日 
〔議題〕 

1.令和 6年度事業計画書及び収支予算書等の承認 
可決 

③助成選考委員会 

年 月 日 議  事  事  項 結 果 

令和 5年７月 14 日 
〔議題〕 

1.助成対象者の選考に関する件 
承認 

 

(5)寄付金に関する事項                     （単位：円） 

年 月 日 寄付者 目 的 区分 金 額 

令和 5年 4月 17 日 (株)河野ビル 公 1 預金 5,000,000 

令和 5年 4月 28 日 河野光伸 公 1 預金 3,600,000 

令和 5年 4月 28 日 河野光伸 管理 預金 1,400,000 

令和 5年 5月 10 日 (株)河野ビル 公 1 預金 10,000,000 

     

合 計 20,000,000 

※公１ 若手彫刻家に対する助成支援 

※管理 法人の運営管理のために使用 

 

(6)内閣府 公益法人行政担当への届出 

届出年月日 届  出  内  容 

令和 5 年 6 月 16 日 事業報告書等の提出 

令和 6 年 2 月 29 日 変更の提出 

令和 6 年 3 月 5 日 事業計画書等の提出 



 


